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国庫補助額
（円）

臨時交付金
充当額
（円）

一般財源
（円）

211,049,683 1,557,661 198,106,071 11,385,951 

1
電気・ガス・食料品等価格高騰
緊急支援給付金【低所得者世帯
給付金】

コロナ長期化等による食費等の物価高騰に直面し、影
響を特に受ける低所得世帯に対し、給付金を支給する
ことにより、その実情を踏まえた生活の支援を行うた
めの給付費。

○住民税非課税世帯（3,547世帯）×30,000円
○家計急変世帯（7世帯）×30,000円

R5.6 R5.12 106,620,000 - 106,620,000 - 
コロナ禍における物価高騰の影響が大きい非課税世帯
に対し、30,000円を給付することで生活への負担軽減
に寄与した。

民生課

2
電気・ガス・食料品等価格高騰
緊急支援給付金【低所得者世帯
給付金】（事務費）

コロナ長期化等による食費等の物価高騰に直面し、影
響を特に受ける低所得世帯に対し、給付金を支給する
ことにより、その実情を踏まえた生活の支援を行うた
めの事務費。

○事業経費
　・報酬（会計年度任用職員）　 　　　36,576円
　・職員手当（超過勤務手当）　 　　　84,305円
　・需用費（印刷製本費ほか）　  　　778,235円
　・役務費（郵便料ほか）　　　　　1,397,286円
　・委託料（システム改修費ほか）　1,263,669円

R5.6 R5.12 3,560,071 - 3,560,071 - 
コロナ禍における物価高騰の影響が大きい非課税世帯
に対し、30,000円を給付することで生活への負担軽減
に寄与した。

民生課

8
民間保育園物価高騰対策補助事
業

コロナ長期化等による物価高騰により、保育所で提供
される給食費の値上げ懸念されるなか、保護者や施設
で負担の増加をすることなく継続的な保育の提供、給
食の質の確保等を目的に補助金を支給する。

○町内私立保育園への物価高騰対策補助
　・私立保育園　　　　1,468,000円

R5.4 R6.3 1,468,000 - 1,000,000 468,000 
保育園の給食材料費高騰分の保護者負担への転嫁を抑
制することにより、物価高騰の影響を受ける保護者の
経済的負担の軽減が図られた。

民生課

9 保育園等給食無償化事業
コロナ禍において物価高騰の影響を大きく受ける子育
て世帯に対し、給食費の無償化を行うことで、子育て
に係る費用負担軽減を図る。

○町内私立保育園及び町外通園者への給食費無償化助成
　・私立保育園　　　　2,086,000円
　・町外通園対象者　　　442,420円

R5.4 R6.3 2,528,420 - 2,000,000 528,420 
保育園の給食無償化を実施することにより、物価高騰
の影響を受ける子育て世帯保護者の経済的負担の軽減
が図られた。

民生課

10 給食費無償化事業

コロナ長期化等によるエネルギーや食料品価格等の物
価高騰に伴い、子育て世帯においても家計負担が増し
ていることから、小中学生の保護者負担を軽減するた
めの学校給食費や給食費相当額の支援を行う。

○小中学校の給食費無償化
　・自校式給食（5校）　　　12,700,560円
　・給食センター（8校）　　28,205,490円

R5.4 R6.3 40,906,050 - 37,000,000 3,906,050 
小中学校の保護者に対して、給食の無償化を実施する
ことにより、物価高騰の影響を受ける保護者の経済的
負担の軽減が図られた。

教育委員会

11 燃油価格高騰対策事業

コロナ禍において燃油の価格高騰に伴う経営コストの
増加等により、特に影響を受けている施設園芸農業者
及び漁業者に対し、園芸用施設の加温設備等又は漁船
の操業に使用する燃油費の一部を助成し、経営の負担
軽減を図る。

○燃油価格高騰対策補助金
　・農業13事業者　　1,894,700円
　・漁業24事業者　　3,179,700円

R5.6 R6.3 5,074,400 - 4,000,000 1,074,400 

物価高騰等の影響を受け、経営コストが上昇している
農業者及び漁業者に対して当該補助金を交付すること
により、経済的負担の軽減による安定的な経営が図ら
れた。

農林水産課

12 宿泊割引クーポン事業
コロナ禍前の宿泊客数に戻らない現状において、物価
高騰による影響を緩和するため、宿泊割引クーポンを
発行し、宿泊事業者の支援を行う。

○委託料
　・宿泊割引クーポン配布委託業務１　　15,980,000円
　・宿泊割引クーポン配布委託業務２　　10,216,000円
　・広告宣伝委託業務　　　　　　　　　　 309,320円

R5.4 R6.3 26,505,320 - 23,851,000 2,654,320 

コロナ禍から続く物価高騰等により売り上げが減少し
ている観光業に対し、誘客事業により観光誘客が促進
され、観光業及びこれに関する産業の完成化が図られ
た。

観光課

13
燃油価格高騰対策事業補助金
（商工振興分）

コロナ長期化等による燃油価格高騰の影響を受ける町
内貨物自動車運送事業者を支援することにより経営の
負担緩和を行い、円滑な物流を維持する。

○燃油価格高騰対策補助金
　・9事業者　　2,300,000円

R5.6 R5.9 2,300,000 - 2,000,000 300,000 
物価高騰の影響を受ける町内貨物自動運送事業者に対
する支援を行うことにより、運送事業者の事業継続支
援に寄与した。

観光課

14
地域交通事業等確保維持支援事
業

コロナ禍において原油価格高騰による影響を受ける地
域公共交通事業者を支援し、町民の日常的な移動手段
の維持確保を目的とする。

○事業者補助基本額
　・法人事業者＝500,000円×7事業所＝3,500,000円
　・個人事業者＝200,000円×5事業所＝1,000,000円
○車両等補助加算額
　・バ　　　ス＝100,000円×55台＝5,500,000円
　・タクシー等＝ 50,000円×59台＝2,950,000円
　・船　　　舶＝200,000円× 2隻＝　400,000円

R5.6 R5.8 13,350,000  - 12,000,000  1,350,000    
物価高騰の影響を受けて売り上げが減少する中で、当
該事業支援により必要な運転資金確保が可能となり、
事業継続支援が図られた。

総務課

15
 学校保健特別対策事業費補助
金

(感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）コロナ
禍において各学校が学校再開等に際し十分な学校教育
活動を継続するため、感染症対策を徹底しながら児童
及び生徒の学びを保証するために必要となる経費に対
する補助金（感染症対策用品、電子黒板、タブレット
の購入）

○感染対策用品の購入費など（補助金：1/2）
　・小学校7校　　　2,036,315円
　・中学校2校　　　　404,194円
　・教育委員会　　　 674,813円

R5.4 R6.3 3,115,322   1,557,661 1,075,000   482,661      
各校の実情に応じた感染症基本対策を講じることによ
り学習機会を確保し、併せてＧＩＧＡスクール構想を
補完する取組を実施できた。

教育委員会

16  学校情報機器整備事業
コロナ禍において各学校が感染症対策等を徹底しなが
ら児童及び生徒の学習保障をするための新たな試みを
実施するための事業（電子黒板の購入）

○町立小中学校への電子黒板導入
　・小学校（8校：12台）　　5,189,800円
　・中学校（1校： 1台）　　　432,300円

R5.4 R5.8 5,622,100   - 5,000,000   622,100      
小中学校への電子黒板導入を進めることによりＧＩＧ
Ａスクールと連携した取り組みを行う体制が構築さ
れ、児童生徒の新たな学習方法の確保が図られた。

教育委員会

合計
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